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東大阪市公告第   号  

 

一般競争入札の方法により契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第 

１６号）第１６７条の６第１項の規定により公告する。 

 

令和８年１０月１５日 

東大阪市長 野 田 義 和  

 

一般競争入札に付す案件 

別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１１
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制限付一般競争入札実施要領 

 

 

１ 入札に付する事項 

（１）名 称  不用物品売払（ＧＩＧＡスクール端末等） 

（２）売払内容等   ＧＩＧＡスクール端末（iPad 第７世代及び付属品）及びその他Ｉ

ＣＴ関連機器一式にかかる処分（仕様書のとおり） 

（３）契約期間等  契約締結日から令和９年３月３１日まで 

（４）入 札 方 法  制限付一般競争入札 

（５）予 定 価 格  事後公表 

（６）仕 様 書 等  本市ウェブサイト（管理課ページ）へ掲載する 

２ 契約条項を示す場所 

（１）場   所  東大阪市荒本北一丁目１番１号 

          東大阪市役所１２階 企画財政部資産経営室管理課 

（２）公  告  日  令和８年１０月１５日（木） 

          ※ 同日中に、本市ウェブサイト（管理課ページ）にも掲載する。 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

（１）東大阪市財務規則第８８条の２第１項の規定により令和６年・７年・８年度東大阪

市入札参加有資格者名簿（物品・役務）に登録されていること。 

（２）東大阪市入札参加停止要綱による入札参加停止期間中でないこと。 

（３）東大阪市公共工事等暴力団対策措置要綱による入札参加除外措置中でないこと。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（５）使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成２４年法律第５７号。

以下、「小型家電リサイクル法」という。）第１０条第３項の認定（使用済小型電子

機器等の収集を行う区域に大阪府を含んでいるものに限る。）を受けていること。 

（６）令和５年４月１日から令和８年９月３０日までの間において、小型家電リサイクル

法の認定計画に基づく処理方法により、地方公共団体が保有するパソコン又はタブ

レットの処分又は再使用に関する業務実績を有すること。  

（７）仕様書に示す当該作業において、仕様書及び関係法令を遵守し、当該作業執行にあ

たることを誓約できること。 
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４ スケジュール 

項目 日程 手続の方法 詳細 

質疑受付 令和８年１０月２０日（火）午後５時締切り 担当課へメール 
５ を

参照 

入札参加資格 

審査申請 

令和８年１０月２３日（金）午前９時から  

１０月２６日（月）午後５時３０分まで 

左記期間内に担当

課へ持参又は郵送

(郵送の場合は簡

易書留郵便とする

こと)  

６ を

参照 

入札参加の辞退 令和８年１１月２日（月）入札開始まで 担当課に連絡 
６ を

参照 

入札及び開札 令和８年１１月２日（月）午前１１時 
別館２階第１入札

室 

７を

参照 

５ 質疑について 

入札参加を希望する者が質疑を行う場合は、質疑書（様式５）により本市担当課まで

メールにて令和８年１０月２０日（火）午後５時までに送信し、送信後、電子メール送

信の電話連絡を本市担当課へ行うこと。また、質疑に対する回答については、令和８年

１０月２２日（木）までに本市ウェブサイト（管理課ページ）にて公表する。質疑に入

札参加者名を特定できる内容等が含まれる場合は、回答の際に一部加工することがある。

なお、質疑がない場合並びに見解を異にする場合は、本市の決定に基づいて行い、入札

をした者は、 

入札後、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 
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６ 入札参加資格審査申請に関する事項 

（１）入札参加を希望する者は、次の書類を提出し、入札参加資格の審査を受けなければ

ならない。 

様式 書類の名称 注意事項 

様式１ 入札参加申請書 ・押印省略可。 

・記入する申請日は「令和８年１０月１５

日」から提出日までの間の日付とするこ

と。なお、入札参加申請期間は６（２）

を参照のこと。 

（様式２・３も同様とすること。） 

 小型家電リサイクル法第１０ 

条第３項の認定証書の写し 

 

様式２ 契約実績証明書 契約書等の写しを添付すること。 

様式３ 誓約書  

様式４ 受付票 商号又は名称を記入すること。 

 
７６０円分の切手を貼った長

３号封筒（速達の簡易書留） 

入札参加確認通知書の返信用封筒に使用す

るので、宛名を記入しておくこと。 

※ 各様式は、本市ウェブサイト（管理課ページ）からダウンロードすること。 

（２）入札参加資格審査申請の場所及び日時 

ア 申請場所 東大阪市荒本北一丁目１番１号 

東大阪市役所 １２階 企画財政部資産経営室管理課 

イ 申請期間 令和８年１０月２３日（金）から令和８年１０月２６日（月）まで 

持参の場合は、土・日を除く各日午前９時から午後５時３０分まで

（ただし、正午から午後１時までを除く） 

郵送の場合は簡易書留郵便とし、上記期間中に必着とすること。 

（３）入札参加資格の審査及び通知 

入札参加資格審査申請に係る提出書類により入札参加資格を審査し、その結果通知

を令和８年１０月２７日（火）までに発送する。 

（４）入札参加資格を認めなかった理由の説明に関する事項 

ア 入札参加資格の審査の結果、入札参加資格を認められなかった者は、その理由
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について説明を求めることができる。 

イ 前号の説明を求める場合は、令和８年１１月２日（月）までに本市担当課まで

書面を持参又は郵送により提出すること。郵送の場合は、簡易書留郵便とし、

提出期限内必着とする。 

ウ 説明の求めがあった時は、令和８年１１月５日（木）までに回答書を発送する。 

（５）入札参加の辞退 

    入札参加資格審査申請書類を提出後、入札の参加を辞退する場合は、令和８年１１

月２日（月）入札開始までに電話にて本市担当課に連絡の上、入札辞退届を提出す

ること。 

７ 入札及び開札の場所及び日時等 

（１）場   所   東大阪市荒本北一丁目１番１号 

東大阪市役所 別館２階 第１入札室 

（２）日 時 令和８年１１月２日（月）午前１１時 

（３）開 札 入札直後同室で入札者立会の下で行う。 

８ 入札に参加することができない者 

（１）入札参加資格審査申請期間から入札日までの間において、東大阪市入札参加停止要

綱により入札参加停止となった者 

（２）入札参加資格審査申請期間から入札日までの間において、東大阪市公共工事等暴力

団対策措置要綱により入札参加除外となった者 

（３）入札参加資格審査申請期間に申請しなかった者 

（４）入札の指定場所及び指定日時に出席しなかった者 

（５）入札に参加することが適正でないと決定された者 

９ 入札保証金に関する事項 

東大阪市財務規則第９６条第２号の規定により免除する。 

１０ 入札の無効に関する事項 

東大阪市財務規則第１０２条各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

１１ 入札の方法                                                                                 

（１）入札に遅刻又は無断で欠席した場合は、無効とする。 

（２）入札書に記載する金額は、取引に係る消費税及び地方消費税を含む金額を、算用数

字を用いて記入し、金額の冒頭には必ず￥マークを記入すること。また、入札書に
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は、ＧＩＧＡスクール端末（iPad 第７世代及び付属品）とＩＣＴ関連機器一式（仕

様書中別紙２にて示す引き渡し対象品）のそれぞれについて金額内訳が分かる「内

訳書」を添付すること。 

（３）入札者は、入札済みの入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできない。 

（入札書は、入札室に用意してある入札箱に投函すること。） 

（４）入札用紙は必ず交付した規定の用紙に限ること。 

（件名、金額、日付の間違い及び訂正、追記、挿入、押印漏れ等は、無効の入札と

なるので注意すること。） 

（５）代理人により、届出されている使用印鑑以外の印鑑を用いて入札される場合は、入

札時に委任状を提出しなければならない。委任状には次に掲げる事項を記載し、届

出されている使用印鑑及び入札時に代理人が使用する印鑑を押印すること。 

①入札日及び件名 

②届出の商号又は名称及び所在地 

③代表者又は受任者（支店等で届出されている場合）の職及び氏名 

④代理人の氏名 

※ 本市届出印を入札書に押印する場合、委任状は不要。 

１２ 落札者決定方法 

（１）落札者の決定は本市予定価格以上の最高額をもって入札した者とする。 

（２）落札となるべき同価格の入札者が２者以上の場合は、クジにより落札者を決定する。 

（３）入札結果は、本市ウェブサイト（管理課ページ）で公表する。 

１３ 契約事項 

（１）本件は、東大阪市財務規則第１１１条の規定に基づき契約書を作成する。 

（２）落札者決定後、東大阪市財務規則第１１３条に基づき、仮契約を締結する。なお、

この契約は、「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」

第３条の規定に基づき議会の議決を要するため、議会の議決を得たときに本契約と

して成立する（令和８年１２月下旬予定）。 

（３）契約保証金は、契約金額の１００分の３に相当する額以上（１円未満の金額は、１

円に切り上げ）とし、本契約成立後遅滞なく納付しなければならない。ただし、東

大阪市財務規則第１１７条各号に該当する場合は免除とする。 

（４）契約保証金は、本市が発行する納付書により、指定された期日までに指定する金融
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機関に支払わなければならない。ただし、納付書による支払いが困難な場合は、指

定口座への振込みにより支払うことも可能とする。なお、いずれの場合も一括して

支払うこと。 

１４ 売買代金の納付 

（１）売買代金は、ＧＩＧＡスクール端末等（仕様書「５．引き渡し対象品」を参照。以

下、売買物品という。）の落札者による回収及び必要な処理の完了について、本市

の履行確認を受けた後に、本市が発行する納付書により、指定された期日までに指

定する金融機関に支払わなければならない。ただし、納付書による支払いが困難な

場合は、指定口座への振込みにより支払うことも可能とする。なお、いずれの場合

も一括して支払うこと。 

（２）前号の支払いについて、本市が指定する期日までに支払いがない場合は、本市は契

約を解除することができるものとする。 

１５  所有権の移転及び引渡しについて 

（１） 所有権は、前項に定める売買代金の納付を本市が確認した時点をもって落札者へ移

転する。 

（２）売買物品の引渡しは、仕様書に記載のとおり、本市と落札者との間で日時・場所等

について事前に協議を行った上で、落札者または落札者から引渡しの代理を受けた

者が行うものとする。 

（３）落札者は、前号の日時等において何らかの事情により売買物品の引渡しを受けられ

ない場合は、「保管依頼書」を提出しなければならない。 

（４）売買物品の引渡し後に生じた滅失、毀損、盗難その他一切の損害については、所有

権移転前であっても落札者の負担とし、市は一切の責任を負わない。 

（５）落札者は、売買物品の所有権の移転前に、その物件にかかる一切の権利義務を第三

者に譲渡・売買することはできない。 

（６）売買物品の引渡し費用は落札者の負担とする。 

１６ その他 

（１）地方自治法及び同法施行令、東大阪市財務規則のほか、本売払業務に関係する一切 

の法令を遵守すること。 

（２）次のいずれかの関係に該当する者同士の入札参加は認めない。 

   ①親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社（会

社法第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）の関係にある者 
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   ②親会社を同じくする子会社同士の者 

   ③一方の会社の役員（監査役は含まない。以下同じ。）が、他方の会社の役員を現に

兼ねている者 

   ④一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第

６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている者 

１７ 担当課 

 〒５７７－８５２１  

東大阪市荒本北一丁目１番１号 

 東大阪市企画財政部資産経営室管理課 

TEL：０６－４３０９－３１２５  

メールアドレス：kanri@city.higashiosaka.lg.jp 

 管理課ウェブサイトアドレス 

http://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/5-7-0-0-0_1.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:kanri@city.higashiosaka.lg.jp
http://www.city.higashiosaka.lg.jp/soshiki/5-7-0-0-0_1.html
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（様式１） 

入札参加申請書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）東大阪市長 

 

所 在 地 

              商 号 又 は 名 称 

代表者職及び氏名 

（押印省略可 ）  

 

 

下記入札に参加したいので、資料を添えて申請します。 

なお、申請書一式の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 入札件名  不用物品売払（ＧＩＧＡスクール端末等） 

 

２ 連絡先   部 署 名 

        氏  名 

        電  話 

        ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 
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（様式２）  

契約実績証明書  

 

令和  年  月  日  

 

（宛先）東大阪市長  

 

所 在 地 

              商 号 又 は 名 称 

代表者職及び氏名 

（押印省略可 ）  

 

 

番号  契約先  対象製品  数量  契約年月  

例  ○○市  iPad(ギガスクール構想整備品 ) iPad：25,000 台  令和 7 年 10 月  

１      

２      

３      

備考  令和５年４月１日から令和８年９月３０日までの間に契約実績のある案件を記載

すること。（実施要領  ３（６）を参照）  

実績証明として、記載した契約実績にかかる契約書の写しを添付すること。  
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（様式３） 

誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

（宛先）東大阪市長 

 

所 在 地               

商 号 又 は 名 称               

代表者職及び氏名               

（押印省略可 ）  

 

不用物品売払（ＧＩＧＡスクール端末等）を履行するにあたり、下記のとおり誓約いた

します。 

 

記 

 

 １ 入札実施要領・仕様書並びに地方自治法、同法施行令、東大阪市財務規則及びその

他関係法令を遵守し、業務を履行します。 

 ２ 「入札実施要領３」に記載の「入札に参加する者に必要な資格」を満たしています。 

３ 落札日の翌日から業務開始日までの間に、本業務を円滑に遂行できるよう習熟度を

深め、迅速かつ安全な履行の確保を誓約します。 

４ 入札後は、仕様書等についての不明を理由として異議申し立てを行うことはありま

せん。 

 ５ 本誓約書に違反があった場合、貴市決定に基づく契約の解除その他罰則に対しては

理由の如何に関わらず、一切の異議申し立てを行いません。 
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（様式４） 

 

 

 

受付票 

 

制限付一般競争入札参加申請書類一式 

 

件名：不用物品売払（ＧＩＧＡスクール端末等） 

 

 

商号または名称                         

 

 

東大阪市荒本北一丁目１番１号 

東大阪市企画財政部資産経営室管理課 

TEL ０６－４３０９－３１２５ 
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（様式５） 

 

質疑書 
 

令和  年  月  日 

（宛先）東大阪市長 

 

所 在 地 

商 号 又 は 名 称 

代表者職及び氏名 

          （押印省略可） 

 

不用物品売払（ＧＩＧＡスクール端末等）の入札実施要領及び仕様書に関して以下のと

おり質疑がありますので提出します。 

 

質疑事項 ※入札実施要領及び仕様書のどの部分への質疑かを明示すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 担当者名： 

電話番号： 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： 

 

※  入札参加を希望する者が質疑を行う場合は、本様式により東大阪市企画財政部資産

経営室管理課までメールにて提出すること。 

※  受付は令和８年１０月２０日（火）午後５時までとする。 

※  提出後は必ず電話でメール着信の確認をすること。 

※  記入スペースが不足する場合は適宜追加すること。 

 

提出・問い合わせ先 

東大阪市企画財政部資産経営室管理課 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  kanri@city.higashiosaka.lg.jp 

TEL ０６－４３０９－３１２５ 

mailto:kanri@city.higashiosaka.lg.jp

